
貸  借  対  照  表
(平成26年 3月31日　現在）

(単位：百万円)

科　　　　目 金　　　　額 金　　　　額

【 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 】】】】 【 】

流　　動　　資　　産流　　動　　資　　産流　　動　　資　　産流　　動　　資　　産 63,501 流　　動　　負　　債流　　動　　負　　債流　　動　　負　　債流　　動　　負　　債 56,282

現 金 及 び 預 金
現
金 3,933 買掛金 41,355

売 掛 金
売
掛 7,078 リース債務(短期)862

商 品 商品 27,861 未払金 3,197

貯 蔵 品 貯蔵品 136 未払費用 1,336

前 払 費 用 前払費用 340 未払法人税等 4,289

繰 延 税 金 資 産 繰延税金資産(流)1,816 未払消費税等 334

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 短期貸付金 9,297 預り金 246

未 収 入 金 未収入金 11,740 賞与引当金 2,397

預 け 金
預
け 1,366 販促引当金 1,780

そ の 他
そ
の 1 ## その他（流負） 482

貸 倒 引 当 金 貸倒引当金(流動）△ 72

固　　定　　資　　産固　　定　　資　　産固　　定　　資　　産固　　定　　資　　産 65,913 固　　定　　負　　債固　　定　　負　　債固　　定　　負　　債固　　定　　負　　債 5,743

 有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産 有 形 固 定 資 産 41,993 リース債務(長期)1,558

建 物 建物 7,560 長期未払金 1,548

構 築 物 構築物 274 入居保証預り金 671

車 両 運 搬 具 0 資産除去債務（固）1,958

工 具 、 器 具 及 び 備 品 工具器具備品 1,153 その他（固負） 6

土 地 土地 30,752

リ ー ス 資 産 有形リース資産2,197

第61期  決算公告第61期  決算公告第61期  決算公告第61期  決算公告
株式会社マツモトキヨシ株式会社マツモトキヨシ株式会社マツモトキヨシ株式会社マツモトキヨシ

科　　　　目

負負負負 債債債債 のののの 部部部部

買 掛 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

ポ イ ン ト 引 当 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

リ ー ス 債 務

長 期 未 払 金

預 り 敷 金 保 証 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他

リ ー ス 資 産 有形リース資産2,197

建 設 仮 勘 定 建設仮勘定 55

 無 形 固 定 資 産 無 形 固 定 資 産 無 形 固 定 資 産 無 形 固 定 資 産 279

借 地 権 借地権 15

ソ フ ト ウ ェ ア ソフトウェア 94 62,026

電 話 加 入 権 電話加入権 49 【 】

施 設 利 用 権 0 株  　主　  資　  本株  　主　  資　  本株  　主　  資　  本株  　主　  資　  本 67,387

そ の 他 その他(無) 119  資　　　　　本　　　　　金 資　　　　　本　　　　　金 資　　　　　本　　　　　金 資　　　　　本　　　　　金 資本金 21,086

 投 資 そ の 他 の 資 産 投 資 そ の 他 の 資 産 投 資 そ の 他 の 資 産 投 資 そ の 他 の 資 産 23,640  資  　本   剰　  余  　金 資  　本   剰　  余  　金 資  　本   剰　  余  　金 資  　本   剰　  余  　金 21,866

出 資 金 出資金 1 資本準備金 21,866

長 期 貸 付 金 長期貸付金 12  利　　益　　剰　　余　　金 利　　益　　剰　　余　　金 利　　益　　剰　　余　　金 利　　益　　剰　　余　　金 24,435

破 産 更 生 債 権 等 破産債権更生債権206 利益準備金 540

長 期 前 払 費 用 長期前払費用 955 23,894

繰 延 税 金 資 産 繰延税金資産(固)1,460 別 途 積 立 金 別途積立金 13,709

敷 金 及 び 保 証 金 敷金及び保証金20,966 繰 越 利 益 剰 余 金 繰越利益剰余金10,185

そ の 他
そ
の 274

貸 倒 引 当 金 貸倒引当金(投資）△ 237 67,387

資 産 合 計 129,414 129,414

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純純純純 資資資資 産産産産 のののの 部部部部



損　益　計　算　書

自　平成25年 4月 1日

至　平成26年 3月31日

(単位：百万円)

科　　　　目 金　　　　　額

売上高 288,741

208,430

80,311

64,422

15,888

963

受取利息及び配当金 150

器具備品受贈益 351

紹介手数料収入 165

受取賠償金 100

貸倒引当金戻入益（営業外）43

雑収入 150

26

売売売売 上上上上 高高高高

売売売売 上上上上 原原原原 価価価価

【 売 上 総 利 益 】

販販販販 売売売売 費費費費 及及及及 びびびび 一一一一 般般般般 管管管管 理理理理 費費費費

【 営 業 利 益 】

営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益

受 取 利 息

固 定 資 産 受 贈 益

紹 介 手 数 料

受 取 賠 償 金

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

雑 収 入

営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用 26

支払利息割引料 12

現金過不足 7

雑損失 5

16,825

18

固定資産売却益 18

838

固定資産除却損 156

店舗閉店損失 133

減損損失 548

16,005

法人税等 6,682

法人税等調整額 △ 44 6,638

9,367

（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用

支 払 利 息

現 金 過 不 足

雑 損 失

【 経 常 利 益 】

特特特特 別別別別 利利利利 益益益益

固 定 資 産 売 却 益

特特特特 別別別別 損損損損 失失失失

固 定 資 産 除 却 損

店 舗 閉 店 損 失

減 損 損 失

法 人 税 等 調 整 額

【 当 期 純 利 益 】

【 税 引 前 当 期 純 利 益 】

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・商品 主として売価還元法による低価法を採用しております。 

・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用してお

ります。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産除く） 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法）を採用してお

ります。 

   ② 無形固定資産及び長期前払費用 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。 

③ リース資産 リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。 

③ ポイント引当金 販売促進を目的とするポイントカード制度により付与さ

れたポイントの使用に備えるため、過去の使用実績率に

基づき将来使用されると見込まれる額を計上しておりま

す。 

(4) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によってお

り、控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費

用としております。 



２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 19,491百万円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

① 短期金銭債権 19,811百万円 

② 長期金銭債権 9百万円 

③ 短期金銭債務 42,737百万円 

(3) 偶発債務 

 株式会社マツモトキヨシ東日本販売の建物賃貸借契約及び出店契約等について、連帯保証を行っ

ております。 

(4) 取締役、監査役に対する金銭債務 

金銭債務 23百万円 

 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 売上高 5百万円 

② 仕入高 202,597百万円 

③ 営業取引以外の取引高 18,427百万円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の総数に関する事項 

  

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普通株式 53,579千株 －千株 －千株 53,579千株 

  

(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額等 

平成25年６月18日開催の第60回定時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額     14,466百万円 

・１株当たり配当額   270円 

・基準日        平成25年３月31日 

・効力発生日      平成25年６月19日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

平成26年６月24日開催の定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

・配当金の総額     17,145百万円 

・配当の原資      利益剰余金 

・１株当たり配当額   320円 

・基準日        平成26年３月31日 

・効力発生日      平成26年６月25日 

 



５．金融商品に関する注記 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

  ① 金融商品に対する取組状況 

 当社は、資金運用、資金調達については親会社である株式会社マツモトキヨシホールディング

スが提供するキャッシュ・マネジメント・システムにより運用しております。 

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関

しては、当社の与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な

取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。 

 不動産賃借等に係る敷金及び保証金は、差入先・預託先の信用リスクに晒されています。当該

リスクに関しては、所定の管理マニュアルに従い、定期的に差入先・預託先の財政状態を把握す

る体制としています。 

 営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日です。 

 また、営業債務は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に資金繰計画を作成す

るなどの方法により管理しています。 



 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

 平成26年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

(1) 現金及び預金     3,933 3,933   － 

(2) 売掛金   7,078     

    貸倒引当金(※)  △65     

   7,012  7,012  － 

(3) 未収入金  11,740     

    貸倒引当金(※)  △7     

   11,732  11,732  － 

(4) 関係会社短期貸付金  9,297 9,297 － 

(5) 敷金及び保証金   20,966     

    貸倒引当金(※)  △29     

  20,936   20,961  24 

 資産計   52,911  52,936  24 

(1) 買掛金     41,355   41,355  － 

 負債計    41,355   41,355  － 

(※)売掛金、未収入金、敷金及び保証金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して

おります。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)未収入金、並びに(4)関係会社短期貸付金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。 

(5)敷金及び保証金 

 これらの時価は、合理的に見積もった将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた現在

価値から、貸倒引当金を控除して算定しております。  

負 債  

(1)買掛金 

 短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。 

 



６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動）   

賞与引当金 848百万円 

ポイント引当金 629百万円 

未払事業税 308百万円 

未払費用 110百万円 

未払事業所税 47百万円 

その他 38百万円 

繰延税金資産（流動）計 1,982百万円 

繰延税金負債（流動）   

未収入金 165百万円 

 繰延税金負債（流動）計 165百万円 

繰延税金資産（流動）の純額 1,816百万円 

繰延税金資産（固定）   

減損損失 3,253百万円 

資産除去債務 692百万円 

長期未払金 547百万円 

貸倒損失否認額 282百万円 

敷金及び保証金（建設協力金） 181百万円 

貸倒引当金 56百万円 

その他 15百万円 

評価性引当額 △3,101百万円 

繰延税金資産（固定）計 1,929百万円 

繰延税金負債（固定）   

長期前払費用 302百万円 

資産除去債務に対応する除去費用 164百万円 

その他 1百万円 

 繰延税金負債（固定）計 468百万円 

繰延税金資産（固定）の純額 1,460百万円 

繰延税金資産の純額 3,277百万円 

  

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンピュータ、陳列ケース等の一部については所有権移転外

ファイナンス・リース契約により使用しております。 

  



８．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社等 

    （単位：百万円） 

属性 

会社等の 

名称又は 

氏名 

資本金 

又は 

出資金 

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合（％） 

関係内容 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

親会社 

㈱マツモト

キヨシホー

ルディング

ス 

22,041 

グループ

管理及び

卸売業 

(被所有) 

直接 100% 
 ５名 

経営管 

理・業 

務の委 

託 

  

商品の 

仕入 

商品の仕入 

（注）１ 
202,597 

買掛金 

  

未収入金 

 

未払金 

41,237 

  

10,514 

 

1,499 

資金の 

貸付 

資金の貸付 

（注）２ 
9,297 

短期貸付金 9,297 
利息の受取 

（注）２ 
46 

  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．商品の仕入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。 

２．資金の貸付については、キャッシュ・マネジメント・システムに係るものであり、取引金額は期

末残高を記載しております。また、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、

担保は受け入れておりません。 

 

(2) 役員等 

  （単位：百万円） 

属性 

会社等の 

名称又は 

氏名 

資本金 

又は 

出資金  

事業の 

内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引 

金額 
科目 

期末 

残高 役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

役員の近親者 松本南海雄 － 
元当社代

表取締役 
－ － － 

土地・建物

の賃借 

(注)１ 

6 
敷金及び 

保証金 
13 

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社 

㈱南海公産 30 
不 動 産 の

管理 
－ 

役員 

２名 

当社 

店舗 

の賃借 

建物の賃借 

(注)１ 
- 
敷金及び 

保証金 
21 

役員及びその

近親者が議決

権の過半数を

所有している

会社 

㈱ ユ ア ー 

スポーツ 
30 

ス ポ ー ツ

クラブ等

の経営 

－ 
役員 

２名 

当社 

店舗 

の賃借 

建物の賃借 

(注)２ 
11 － － 

役員の近親者

が議決権の過

半数を所有し

ている会社 

㈱ バ ロ ン 

商事 
50 

遊 技 場 ・

娯楽施設

の経営 

－ － 
店舗の 

賃貸 

建物の賃貸 

(注)２ 
30 

預り敷金 

及び保証金 
24 

役員の近親者 松本鉄男 － － － － － 

土地・建物

の賃借 

(注)１ 

11 
敷金及び 

保証金 
13 

  

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．賃借料は不動産鑑定評価・近隣の地代等を参考にし、同等の価格によって決定しております。 

２．賃借料は近隣の地代等を参考にし、同等の価格によって決定しております。 

  



９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,257円73銭 

(2) １株当たり当期純利益 174円83銭 

  

10．重要な後発事象 

 該当事項はありません。 


